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                                平成２９年５月１１日 

 

各 位 

 

                     上場会社名  株 式 会 社    郷 鉄 工 所  

                     代表者名     代表取締役社長  林  直樹 

                      （コード番号 ６３９７）     

                     問合せ先責任者   執行役員  若山 浩人 

                      （ＴＥＬ. ０５２-５８６－１１２３） 

 

無担保普通社債発行に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日の取締役会で第１回無担保普通社債（利付少人数私募債）（以下「本社

債」といいます。）の発行について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

 

記 

1．本社債の概要 

１． 会社の商号 株式会社郷鉄工所 

２． 社債募集総額 金 100,000,000 円 

３． 社債の種類 利付少人数私募債とする。但し、社債券不発行と

する。 

４． 社債の金額 金 1,000 万円の１種とする。 

５． 社債の利率 年 2.00％ 

６． 発行価額 額面通り 

７． 償還金額 額面通り 

８． 募集方法 直接募集。但し、応募額が募集総額に達しない場

合は、応募額をもって発行社債総額とする。 

９． 社債の償還方法及び

期限 

元金は平成 29年 8 月 11 日にその金額を償還す

る。 

10． 利息の支払方法及び

期限 

利息は発行日の翌日から償還期日までこれをつ

け、期日に払う。 

11． 第三者譲渡の方法及

び譲渡制限 

社債権者は、満期日前の所有の全部を第三者に売

却譲渡する場合には、取締役会の承認を受けるも

のとする。譲渡価額は利息の付される経過期間を

考慮して当事者間の合意によって決定するものと

する。ただし、別途定める名義書換手数料を申し

受ける。また、一括譲渡以外の譲渡を禁ずる。 

12． 元金及び利息の支払

方法 

当社からの銀行振込による。 

13． 社債元利請求権の時

効 

社債の償還請求権は１０年を経過するときは時効

によって消滅する。利息の請求権は５年を経過す

るときは時効によって消滅する。 

14. 物上担保・保証の有

無 

本社債には物上担保及び保証は付されておらず、

また特に留保されている資産はない。 

15． 申込期間 平成 29年 5 月 15 日までとする。ただし、申込額

が募集額に達したときは、期間中であっても、申

込を締め切ることができる。 
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16． 申込証拠金 額面 1,000 万円につき金 1,000 万円とし、募集決

定の上は払込期日に社債振込金に振替える。ただ

し、申込証拠金には利息はつけない。 

17． 払込期日 平成 29年 5 月 15 日 

18． 発行日 平成 29年 5 月 16 日 

19． 振込銀行 三菱東京 UFJ 銀行 大垣支店 当座勘定 №

250051 株式会社郷鉄工所名義 

20． 申込取扱場所 愛知県名古屋市中村区名駅 3丁目 17 番 34 号ナカ

モビル 6F  株式会社郷鉄工所 経理部 

21． 引受人 株式会社寺嶋建築設計事務所 

22. 資金使途 下記「2.社債発行の理由」に記載の通り。 

 

   ※上記社債発行に伴いアドバイザリーフィーが発生します。 

    （１）アドバイザリー先  株式会社 My Insurance  

                 東京都中野区日弥生町 3 丁目 35-19 

                 代表者 藏越美夕 

    （２）締結日       平成 29 年 5 月 11 日 

    （３）アドバイザリー料  調達額の３％ （今回総額に対し 3,000,000 円） 

    ・当社の取引先であります損害保険会社（公共工事における履行保証契約）から

アドバイザリー先のご紹介を受けました。 

 

2．社債発行の理由 

  当社は、本社債の発行により調達した資金を、事業資金・運転資金として使用し

ます。 

今回社債での資金調達としました理由は、引受人であります寺嶋建築設計事務所

から提案があり、当社としましても従来の借入にあたっては、担保として手形を振

出しており、出来るだけ手形の発行残高を抑制したいことから、当社の希望と一致

したことにより社債発行に至りました。なお、社債の募集総額全てを寺嶋建築設計

事務所が引受けていただく予定であります。 

 

3．業績に与える影響 

     業績等への影響につきましては、今後の状況も含め判断し、必要となりました際

には開示をしてまいります。 

 

以上  


